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「北海道ランドオペレーター協議会（仮称）」の設立・組織化推進事業

（「北海道ランドオペレーター協議会（仮称）」設立準備委員会）

１．本事業の背景

１）従来型観光構造の転換期
　すでに長年指摘されてきた団体旅行の落ち込みと個人旅
行の進展に加えて、昨今のインバウンドの伸長により、これ
までの産業構造の見直しを迫られている観光地は多い。
　例えば北海道は、本州以南とは著しく異なる自然環境、多
彩な食材の魅力といった資源に加えて、それらを活用した
体験型観光に可能性がある。しかしながら、その広大なエリ
アとマーケットから遠隔であることから、主な旅行行動が
広域周遊型であり、大規模旅館も多い。このため北海道の観
光業界でも、地域資源の優位性をより活かすことができる
新たなビジネスモデルが求められてきた。

　北海道内のランドオペレーターのネットワーク組織
（協議会）設立についての説明会を開催し、協議会への要
望、運営上の課題等を抽出のうえ、協議会の組織目標、事
業計画案、運営方法、組織等について検討することで、将
来的には協議会の設立により北海道における着地型観光
の推進を目指した。

●旭川（開催日：12月 11日、参加者数44名）、小樽（12月 12日、     
　39名）、函館（1月 17日、51名）、札幌（1月 17日、63名）

　その一つとして広く共感され得る形が、北海道ならでは
の体験型観光を主軸とした着地型旅行商品の造成・販売、
情報発信ができるネットワーク組織の立ち上げである。

・フォーラム・勉強会開催における講師謝金・会場費
・事務局人件費　等
［捻出方法］
・会員から年会費として１万円
・各地区20名×4地区×1万円＝80万円の運営費を見込む。
・会員向けオリジナル保険を開発し、一部上乗せして収入とする。
・行政のモデル事業等に積極的に応募し、活動経費を確保する。

●メディア関係者からの反響もあり、新聞記事掲載、雑誌
　社による取材等を受け当協議会の活動が全国的に発　
　信された（セッション数：331、ユニークユーザー数：        
　179、うち 59が北海道、期間：12月 11日～ 2月 12日）。

２．本事業の概要

（１）具体的な取り組み内容

２）「誰かが動かなくては、何も始まらない」という状況
　温泉地などの観光地域を一つの単位としてプラット
フォームを立ち上げるというイメージは、恐らく容易に
観光関係者が共有できると思われる。しかしながら、「誰
が最初に動くか」が最大のネックであり、皆が必要性を
感じつつも動き出せない状況である。

（３）成果

（２）実施体制

（４）事業者の反省・その後の展開

　　　　　　会社名

( 株 )ＨＫワークス（代表団体）

はことれ（幹事団体）

( 有 ) 小樽観光ネットワーク（幹事団体）

旭川ふるさと旅行 ( 株 )（幹事団体）

( 株 ) ユープロダクション

( 株 ) 北海道二十一世紀総合研究所

　　　　　　　　　　役割

・当事業全体の統括、札幌地区説明会の運営

・函館地区説明会の運営、協議会事業内容の検討

・小樽地区説明会の運営、協議会事業内容の検討

・旭川地区説明会の運営、協議会事業内容の検討

・当協議会専用ホームページの開設・運営

・各地区説明会でのアンケート調査実施・分析

■北海道ランドオペレーター協議会地区説明会を
　道内４箇所で開催した

■正式に「北海道ランドオペレーター協議会」を設立した

■協議会活動のプロモーションとしてホームページ
　を開設した

①地元体験事業者等が主体的に情報発信できる場を提供する（発
　信する）
②地元の観光資源の発掘、商品化・事業化に対する支援（磨く）
③全道ネットワーク化による新たな観光商品の開発（創る）
④全国・全世界へのプロモーション活動（売る）
●必要な運営費とその捻出方法
［必要経費］
・ホームページの維持管理費
・旅費・交通費（資源発掘・事業化、勉強会、会員との交流）

■各地の説明会で出された意見を踏まえ、協議会の
　事業計画を策定した
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（１）利害が一致し、かつ集積することで効果が上がる業務について連携する

（２）事業を立ち上げ推進するコア人材の発掘と仲間づくりのための計画策定を行う

仕組の改編需要の創造

多様な連携

●４人の地区幹事は、それぞれ地元で小規模ながら個性的な
　旅行会社を経営しており、現場感覚をもってマーケットの
　ニーズ、地元の観光資源について現状を把握していた。
●昨今の旅行動向の変化と北海道の観光資源の特性を踏ま
　えると、今後、体験型観光の発展が期待されており、着地型
　旅行商品の造成・販売、情報発信の面でネットワーク化が
　必要と広く認識されていた。こうしたことから、本協議会
　の立ち上げに対して、道内から広く賛同が得られる素地は
　あった。

●実証事業期間中に説明会を開催できなかった道東地区と
　道北地区についても幹事会社を決め、各地区で説明会を開
　催。北海道全域を網羅する「北海道ランドオペレーター協
　議会」を設立した（平成 22 年 5月、札幌にて設立総会を開
　催）。
●事業内容を踏まえた協議会規約を作成して会員募集を実
　施。当初の目標会員数の 50 社を確保した。

　
●現在は各幹事会社がボランティアとして活動する部分が多いが、
　活動を持続・充実させるためには運営費の確保が課題であり、会
　員数の増加や国等の各種補助金の獲得に努めることにしている。
　　今後は、大手エージェントや (社 )北海道観光振興機構等とも
　連携を深めつつ、協議会としてより積極的な情報発信に努める。
　具体的には消費者から直接受注が可能なホームページの立ち上
　げや受付・相談窓口の設置（特に外国語対応）等を検討している。

●各支部が中心になってモニターツアー実施事業を受けるなど、具
　体的な旅行商品の開発や観光資源の発掘、人材育成に取り組んで
　いる。

■協議会活動の充実のための態勢強化と、具体的な
　取り組みを進めつつある

３．本事業から得られたヒント

■北海道観光の現状・課題、お客様のニーズを、営業
　現場の経験から把握していた

■事業目標が「北海道に体験型観光事業者のネット
　ワーク組織を作る」という時機を得たもの、道内で
　広共有できるものであった

●業界が抱える課題を的確に認識し、事業計画を立案できる人材
　が、道内４箇所の主要都市（旭川、小樽、札幌、函館）にあって地
　区幹事として役割分担し、本事業を推進した。同一エリアに偏
　らず、道内でバランス良く人材が存在したことも成功要因の一
　つと考えられる。
●幹事の４人は、以前から業界の集まり等で情報交換を重ねて問
　題意識・危機感を共有しており、きちんとコミュニケーション
　を取りながら事業を進めることができた。

●幹事の４人のうち２人が道外出身者で、観光産業に携わる
　ことになってから北海道へ移ったということもあり、「道
　外の視点」で北海道観光の魅力を捉えることができた。
●北海道において、地域プラットフォームづくりへの機運が
　高まり、推進する人材が揃いつつあるところに、タイム     
　リーに事業資金（本実証事業）が入ったことも、事業の始動
　につながった。

　の記事掲載（テーマ別に新聞社を使い分けるなどより効果的
　な情報提供）など、広報活動を重視して積極的に取り組んだ。
●説明会で使用する資料も、組織図やフローを多用したビジュ
　アル的にわかりやすい資料を作成して、仲間づくりにつなげ
　た。
●最後の札幌での説明会にて、北海道運輸局観光地域振興課や
　地元大学へ基調講演を依頼するなど、行政や有識者を巻き込
　むことで地元での認知度の向上にも意識的に取り組んだ。
●今後の推進態勢については、各幹事会社の経営規模が大きく
　はなく、本業と併行して協議会事業を行うことは決して容易
　なことではない。協議会の年会費（１万円）は、協議会ホーム
　ページの維持費見合いであり、会員の相談に乗るといった活
　動は実質的にボランティアに近い。こうしたことから、協議
　会活動の持続・拡大については要検討事項が多いが、協議会
　に参加することの具体的なメリットを、最初は小さくても少
　しずつ積み重ねて会員に実感・納得してもらうことで、会費
　の値上げを実現していくことが考えられる。

（１）利害が一致し、かつ集積することで効果が上がる業務につい
　　て連携する
　例えば、体験型観光を推進する地域プラットフォームの立ち上げ
は、そこを主な事業領域とする中小規模の旅行会社にとっては、自ら
の事業の充実につながるもので、参画施設やプログラムなどにある
程度のボリュームがないと消費者への訴求力が高まらない。このよ
うな利害が一致し、かつ単体施設・企業が集積することで効果が上
がる業務についての連携は、比較的容易である。

（２）事業を立ち上げ推進するコア人材の発掘と仲間づくりのた
　　めの計画策定を行う
　「体験型観光推進のプラットフォームづくり」といった、事業の
ゴールとそこへのたどり着き方が比較的明確な場合、事業立ち上げ
のきっかけとなるコア人材の存在と、その後の仲間づくり（広がり）
が重要となる。特に、これまでに連携したことがない地域や施設が連
携する場合には、核となる人材の強い情熱・覚悟とともに、仲間を説
得できる事業計画の策定、わかりやすい資料・プレゼンテーション
のスキルが求められる。

■実際にアクションに移せる人材が、道内の主要都市
　にバランス良く存在し、ネットワーク化された

■北海道外の視点や外部の資金を投入できた

■対外的な情報発信や仲間づくり・キーマンの巻き
　込みに積極的に取り組んだ

害が一致し、かつ集積することで効果が上がる業務に

イノベーションのポイント

●協議会ホームページの立ち上げと幹事会社とのリンク、新聞雑誌へ

Ⅱ型：連携→業務改善～地域や施設
　　　がまとまって、業務の仕組みの
　　　改編を実現する



■ ケース編：ケース2

　小規模個性派旅館という同じコンセプトを持つグループ（19
軒）内において、相互出向を行い、この出向によって参加者が学
んだ情報やノウハウ、互いの意見や仕事に対する意識等をウェ
ブ上に立ち上げたコミュニティサイトにて共有し、業務改善マ
ニュアルとして活用することで、旅館従業員の能力開発を効果
的に行い、人時生産性の向上につなげることを目指した。
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グループ内従業員交流（出向）による能力開発と各宿のノウハウ共有事業

（一の宿倶楽部）

１．本事業の背景

１）中小規模の旅館・ホテルでは難しい
  　従業員の能力開発
　多様な施設や設備でもって様々な商品・サービスを提供でき
る大規模旅館・ホテルと比べて、人によるサービスがより重要と
なる中小規模施設では、少人数で組むシフト制や家族経営である
ことなどから、その肝心の従業員の能力開発に充分に取り組むこ
とが難しい。

●相互交流による研修システムは、以前から可能な範囲で実
　施されていたが、本実証事業で多くの出向実績を積んだこ
　とで、その有効性・重要性がより実感を伴って会員旅館に
　認識された。
●会員同士で共有できる課題や解決策が多く、参加した従業
　員のモチベーションが高まった。その結果、「一の宿」ブラ
　ンドの強化につながったとも感じている。
　－出向参加：43人、9軒、　出向受入：43人、12軒
　－コミュニティサイト利用実績（アクセス数）：12～ 2月　
　　5,482

□出向者：スタッフ同士のコミュニケーションの取り方など
　を学び、施設ごとのお客様に向き合う姿勢やその基となる職
　場の雰囲気、社員の向上心やおもてなしの心を直接肌で感じ
　ることで、意識の変化があった。
□一般従業員：お互いが仲間でありライバルであるが、受け入
　れる側も悪くいわれないよう、またよりよい経験を提供でき
　るように努めることで、仕事に対する意識やモチベーション
　が高まった。
□お客様：出向者が担当したお客様より、「また次回もお願い
　したい」と褒められる事例もあった。今後顧客が施設間を巡
　るという動向の変化やアンケート評価の反応が期待される。
□オーナー：出向者から吸収するところも大きく、「愛社精神
　を教えてもらった」「自館従業員のモチベーションを上げる
　起爆剤となった」という感謝の気持ちも聞かれた。

２．本事業の概要

（１）具体的な取り組み内容

２）経営の根幹に関わる領域の情報交換や
　 知見の共有は難しい
　宿泊商品の開発のコツなどは外部からの分析によってあ
る程度推察できるものの、“ 利益の源泉 ” である後方のオペ
レーションや経費節減、人材育成といった領域については、
経営者同士が情報交換をしたりお互いにノウハウを共有す
ることは非常に難しい。同じ観光地内の旅館・ホテル同士
は商売敵であるので当然だが、宿泊業界としても、科学的な
分析のうえに知見が広く共有されているとはいえない。

（３）成果

（２）実施体制

■類似の経営コンセプトを持つ旅館グループなら
　ではの効果があった

※図中の宿代表者とは、各旅館の経営者・専務・支配人のいずれか。
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●ウェブサイトによる相互コミュニケーションの基盤が整
　備されたことで、館内のコミュニケーションがスムーズに
　なった。実証事業終了後も引き続き、多く利用されている。

●当初５日間が基本だったが、シフト調整の難航により３日間に
　変更した。

　ある程度の費用がかかるので、送り出す側・受け入れ側双
方の合意があれば、積極的に進めていきたい。特に山と海に立
地する施設間での出向や出向先での実践的なプログラムな
ど、より効果的な方法を積極的に検討・実践していきたい。

（４）事業者の反省・その後の展開

　⇒施設ごとに異なる繁忙期に、オンオフを利用したフォ         
　　ロー的要素を含む新たな展開の出向を検討している。
●事務局からの連絡がうまくいかないケースがあった。
　⇒今回有効だったファックスを活用して改善を図りたい。
●食費についての規定を設けなかった。
　⇒迎える側として気を遣うとの意見に配慮し、新たな規定
　　を検討したい。
●出向受け入れの統一的な態勢基準がなかったため、施設や
　担当者によって対応が異なり、教育効果の違いが発生した。
　また、ランキング上位の施設に出向希望が集中した。　
　⇒施設の個性はあっても同等の効果が得られるように、受
　け入れの基準を整えていきたい。
●送り出す宿主の姿勢や声掛けの内容で、参加者の出向に臨
　む視点や心構えが異なり、感受の違いの部分で教育効果に
　も違いが発生した。
　⇒出向者への事前フォローについても代表者間で共有する
　　ために意見交換を行う。

３．本事業から得られたヒント

●一の宿倶楽部は、お客様に満足してもらえる宿づくりを目指し
　て、業界を新しく改革していくための斬新なアイデアを持った
　若き経営者の集まりである。お互いを「安心して常連客に紹介
　できる宿」として認識しており、強い信頼関係で結ばれている。
●このようにグループの会員旅館は、“小規模、高級旅館、お客様
　の評価も高い”といった類似の要件を満たす施設であり、経営
　者の問題意識が高い。このため、各館の情報やノウハウを相互
　に交換することで従業員の能力開発を効果的に行おうとする
　本事業のねらいを、容易に共有できた。

●出向制度と同時に立ち上げたサイトには、現場の従業員が
　求めている情報（例：お客様のクレーム、要望と対応例、そ
　の他の情報交換）が、「情報提供」や「相談・質問」とそれに
　対する「回答」として書き込まれ、情報を容易に共有化する
　ことができた。また、経営者が書き込むページもあり、館内
　の経営者－従業員間の日常的なコミュニケーション不足
　を補うことができた。
●このように、館内のいずれの立場の者も求めていた情報共
　有システムが立ち上がったことも、一定の成果を生んだ要
　因の一つであった。

　各従業員が持っている情報やノウハウを相互に交換するこ
とで効果的に能力開発が行える手段として、会員施設から高く
評価されている。今後は、各人が行った「視察報告」のページを
開設することで、読む側だけでなく、書く側の従業員の能力開
発、モチベーションアップにもつなげるなど、様々な活用方法
を検討している。

（１）単体施設では難しい課題を、施設間の連携で解決する
　中小規模の旅館・ホテルは資金・要員の制約もあり、後方部門の
業務改善など単体施設では克服が難しい経営課題も多いが、この分
野は共通のノウハウも多いため、例えば共同で専門家を招いて業務
改善指導を受けるといった形での連携が可能である。

（２）利害が衝突しない、信頼感に根ざした経営者同士で連携する
　旅館・ホテルの経営者にとって最も関心のある、日常業務に関す
る疑問点や、重要でありながら難しい従業員の能力開発については、
地域内の施設同士は商売敵であるため、互いに学び合う仕組みがな
い。これが、商圏が重ならないほどに立地が離れていたり、信頼感で
つながれる経営者同士であれば、こうした根幹に関わる課題につい
ても連携が容易になる。

■規模が同程度で、類似の経営コンセプトを持つ旅館
　同士の連携であった ●実際に従業員の相互出向を進めるにあたって会員旅館間の連

　絡・調整を行った事務局が、本事業に対して非常に高い目的意
　識を持ち、一人でも多く出向させようと会員旅館へのサポート
　を熱心に行ったことも、本事業が成果を生んだ要因である。
　

■事務局が高い目的意識を持ち、強力に事業を推進した

■コミュニティサイト

■経営者から現場の従業員まで全館のコミュニ
　ケーションを円滑にするシステムであった

■経営者から現場の従業員までがつながるコミュニ
　ケーション・ツールができた

■出向制度の効果的な運用方法については、今後改善
　を重ねていく

　今回の一連の取り組みは、最終的には、グループ全体として
他の宿泊施設（群）との差別化を図って、安定的な誘客を実現
することがねらいであり、当初の期待以上の成果を出すこと
ができた（しかし、会員の19施設に限定されることと地域的
な偏りがあることから、グループの認知度は低く、集客効果は
出せていない。今後、会員施設数と立地地域の拡大を検討して
いる）。
　今後とも、今回取り組んだ「出向」「コミュニティサイト」「集
合研修」を継続して、引き続きグループ内の会員施設の品質管
理、品質向上による差別化を図っていきたい。

仕組の改編需要の創造

多様な連携

Ⅱ型：連携→業務改善～地域や施設
　　　がまとまって、業務の仕組みの
　　　改編を実現する

　

（１）単体施設では難しい課題を、施設間の連携で解決する

（２）利害が衝突しない、信頼感に根ざした経営者同士で連携する

体施設では難しい課題を 施設間の連携で解決する

イノベーションのポイント



■ ケース編：ケース3
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Slow Trip Japan FIT を対象にした宿泊予約仲介、移動・宿泊支援実証事業

（別府市外国人旅行者受入協議会）

　地元行政や大学、ボランティアグループ等の幅広い主体が
参画して、インバウンドの誘客や外国人個人旅行者（FIT）に
とって利便性向上につながる予約仲介サービスや、ウェブ
ツールを活用した口コミ型の情報支援サービスのあり方等
について検証することで、小規模宿泊施設における FIT 宿泊
予約業務の効率化による生産性の向上と機会損失の解消（新
たな需要開拓）を目指した。
１．情報収集の為のアンケート調査の実施
２．ウェブを活用した滞在支援サービスのモデル開発および  
　  実証
　①ブログサービスを活用した地域情報の提供
　②ツイッターサービスを活用した観光案内窓口と FAQ機能
　③データベースによる宿泊施設提供、予約仲介サービス
３．地元宿泊施設の巻き込みと連携体制の構築

１．本事業の背景

１）ソーシャルメディアの影響力の増大 ２）中小規模旅館・ホテルにも求められる
　 インバウンド対応　ツイッターやフェイスブックといったプラットフォームの登

場によって、インターネットを通じて誰もが手軽に世界中の人々
へ向けて情報発信ができる環境となった。従来の新聞、雑誌、テレ
ビ、映画などの産業メディアと異なり、安価で誰もが参加可能な
システムは、単に個人間のネットワークとしてだけでなく、新た
なメディア「ソーシャルメディア」として近年、影響力を急激に増
している。ソーシャルメディアを通じた「リアルタイムの生の声
の集まり」は、今後、観光情報としての価値も持つと思われる。

２．本事業の概要

（１）具体的な取り組み内容

　

　海外からの団体客に対しては、旅行会社と宿泊施設との
間で予約や情報提供がなされるシステムがある。その一方
で、昨今増加している個人客（FIT）には、事前情報に加えて、
来日後の旅行中の情報収集も重要であるが、現在のところ
情報収集は各旅行者の力量に任されており、団体客ほどに
は情報提供の仕組みが整備されているとはいえない。
　また、中小規模の旅館・ホテルで、これまではキャパシ
ティの制約から団体客を受け入れてこなかった場合でも、
今後増加が見込まれる個人客の受け入れに積極的に取り組
んでいくことが、新たな需要創出のためにも重要である。

（２）実施体制

（３）成果

■地域において外国人個人旅行者を受け入れていく
　という共通認識が深まり体制もできた

●実際の利用者からもサイトの使い勝手や、宿泊施設が多くの中 
　から選べること、簡単にフォームで問い合わせや予約ができる
　点が好評だった。
●新聞報道もあり、新規に参加を希望する施設も何軒か出てきて
　おり、事業の拡大が期待できる。
●ウェブサイトのアクセス数（解析期間：2月9日～2月23日）：
　トップページへのセッション：527、ページビュー：3,983、ツ
　イッターからのセッション：103

●平成22年 1月 15日～ 2月 10日で延べ41人泊の宿泊紹介が
　できた。
●参画施設内でお客様をやりとりし、これまでだったら他の地域
　に流れていたお客様を、この体制構築によって別府につなぎと
　めたケースもみられた。

開発したウェブサイトの概念図

事業実施団体
別府市外国人旅行者受入協議会
会長：甲斐賢一
プロジェクトリーダー：上野泰生

別府市外国人旅行者案内事務所

アンケート調査　立命館アジア
太平洋大学　韓ジホ教授

事業指導　有識者
（澤功氏・澤の屋旅館）

フライヤー作成（外注）
フタバ印刷（株）

予約仲介　協議会加盟宿泊施設
市内 10 施設程度が参加

システム構築（再委託）
（株）レゾナントソリューションズ

臨時要員　3 名
助
言
な
ど
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（１）捉え切れていない客層・ニーズと改善すべき課題を見定める

（２）地域全体でローコストで汎用性の高いシステムを立ち上げる

仕組の改編需要の創造

多様な連携

（４）事業者の反省・その後の展開

３．本事業から得られたヒント

●平成 20 年にオンパクでアンケート調査を行い、別府の場合、
　長期滞在には２つの客層（①比較的所得が高く、長期滞在する
　お客様、②バックパッカー層）があることを把握しており、より
　収益性が高く、従来、同地での旅館では対応しきれていないお
　客様である欧米型FIT、滞在型をターゲットに定めた。

●立地に恵まれていない旅館や施設が古いといった旅館でも、外
　国人からは「日本的な雰囲気を味わえる」といった評価がされ
　る場合があり、旅館従業員のやる気につながった。

●中小規模の施設も、ある程度インバウンドの受け入れに慣れ
　てきたら、直接、お客様とやり取りしてもらうようにしてい
　きたい。現在は、問い合わせの半分を事務局が行っているが、
　将来的には各施設が直接対応できるように育成していく方
　針である。
●予約は通訳を介するので手数料が発生する。まずは、地域内
　でシステムをシェアして維持していくが、今後は定額制など
　を検討していく。現在は、年間30万円の予算で実施している。

（１）捉え切れていない客層・ニーズと改善すべき課題を見定める
　自らの立地条件や施設条件を再度見直して、新たな客層（例：来日
後に宿泊手配を行う FIT 層）・ニーズ（例：日本的な中小規模温泉旅
館に泊まりたい外国人旅行者）の存在を見定める。同時に、そうしたお
客様を受け入れるために必要な業務上の改善点も発見する。

（２）地域全体でローコストで汎用性の高いシステムを立ち上げる
　新たに見出した客層・ニーズに対応するための新システムの構築
と運営のコストを抑えるために、昨今普及が進むツイッターなどの
ソーシャルメディアを活用する。初期投資を抑えて汎用性が高いシス
テムを立ち上げ、地域全体や施設グループで運用することで、消費者
へのアピール力を高める。

■事前調査の結果を踏まえてターゲットを設定した 　つソーシャルメディアも使いこなせる人材を登用できた。そ
　のネットワークもあって、外国人から見た別府の魅力を英語
　で紹介するブログなどの情報発信も可能となった。

■受け入れ態勢の整備・充実

●本システムはローコストで汎用性が高いため、インバウンド
　を受け入れる地域へ普及させ、ネットワークを作りたい。英
　語対応についても、それ程複雑で難易度が高いわけではな   
　く、英語が堪能な人材（大学生など）を確保できればよい。
●全国への具体的な進め方の案としては、各地の若手リー           
　ダーを募って講演会や勉強会を行い、外国人旅行者に関する
　知識や受入態勢について議論する。また、各地特有の文化や
　歴史を再認識して、インバウンドの増加に寄与したいとも考
　えている。
●国内の他の地域に宿泊した外国人旅行者が、本ウェブサイ
　トを知って問い合わせ、予約に至る、ネット上で口コミ情報
　が広がる、というのが一つの成功イメージである。

■他の地域へのシステムの普及・ネットワーク化

■中小規模旅館への外国人の評価が、旅館のモチベーション
　向上につながった

●ツイッターなどの既存のソーシャルメディアを活用すること
　で、ローコストオペレーションが可能なシステムとすることが
　できた。他地域への汎用性も高い。

■ローコストオペレーションが可能なモデルを
　構築した

●地元の立命館アジア太平洋大学（APU）から語学が堪能で、か

■語学が堪能で、かつ地元の情報にも詳しい人材を
　登用できた

■新たに外国人個人旅行者を受け入れる小規模宿泊
　施設が増えた

■ＰＲ力の強化と知名度の向上

●外国人旅行者向けの著名なガイドブックには必ず本ウェブサイ
　トのURLが記載されている、というのが成功イメージである。
●ブログのレポートにて大分県内の観光地への日帰り旅行と
　いうテーマで情報発信したり、ツイッター機能を使って秘湯
　めぐりツアーを実施するといった、多彩な情報発信を持続的に
　行うことでサイトの集客力を高めていきたい。

●サポート体制を構築することで、新たに受入れを始めた施設が
　４軒確保できた。また、これまでファックスでのみ受け付けて
　いた施設（１軒）がメールによる仲介サービスの存在を知り、参
　加するようになった。

●各関係者の連携強化のための交流会を定期的に実施したり、  
　今回育成した担当者を中心に参画施設周辺の地図や多言語
　でのおもてなし環境を向上させるツールづくりにも取り組
　みたい。

Ⅱ型：連携→業務改善～地域や施設
　　　がまとまって、業務の仕組みの
　　　改編を実現する

イノベーションのポイント



■ ケース編：ケース4
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「今夜は温泉へ帰ろう♪」プロジェクト

（湯河原温泉旅館協同組合）

　休日が分散する都市型就労者の平日宿泊と一人旅のニーズを
受けとめる商品づくりに取り組むとともに、「朝食をゆっくり楽
しみたい」という宿泊客の要望に応えるために、旅館調理場のシ
フトの再検討や観光協会加盟の飲食店との連携により温泉街に
おける食事形態の多様化に取り組むことで、特に大都市圏に近接
する温泉地の活性化を目指した。

１．本事業の背景

１）市場開拓の可能性 ２）従来の１泊２食の料金体系と旅行者ニーズ
　 の多様化との間に生まれたギャップ　厚生労働省「平成22年度就労条件総合調査」によると、「完全週休

２日制より休日日数が実質的に少ない制度」の元で働いている人の
割合は、平成20年が34.4%、同21年が32.3%、同22年が35.3%となっ
ている。また、「週休１日制又は１日半制」の割合は4%前後となって
おり、こうした連続休暇が取りにくい人向けの宿泊プランが求めら
れている。

　旅館の宿泊商品の「泊」と「食」を組み合わせた１泊２食の料金体系
は、多くの宿泊客に効率よく商品を提供する販売手法として優れて
いた。しかしながら、旅行者のニーズや行動形態が多様化してきたの
に合わせて、個々の商品アイテムの組み立て方に新たな対応が迫ら
れてきている。

２．本事業の概要

（１）具体的な取り組み内容

（２）実施体制

（３）成果

■アクセスの良い温泉地として「連休できないが、
　旅館でのんびりしたい」というニーズに応えられ
　ることを確認できた

■一人宿泊や食事形態を選択したいというニーズを
　確認できた

■宿泊プランの造成と販売をじゃらんネットに任せ
　ることで、多様なプラン設定と一定の販売実績が
　実現した
●湯河原温泉旅館協同組合のホームページを改修することで、各旅
　館の自社ホームページから予約受付が可能になった。
●じゃらんネットの担当者が、個別に旅館をまわって本事業の趣旨
　説明をし、プランの造成と特集の企画を行った。これにより、統一
　的な目的の下で湯河原として全体感を出しつつ、多様なプランを
　提供できた。

■地元の飲食店も巻き込みながら、湯河原全体とし
　て多様な宿泊スタイルを受け入れる素地ができた
●温泉街の飲食店も多く加盟する湯河原温泉観光協会と連携し、お
　薦めの食事処を紹介するなど食事のバリエーションを増やす工夫
　をした。本格的な連携はまだこれからだが、湯河原全体で取り組ん
　でいく方針である。

●レイトチェックインが可能な以下の宿泊プランを提供し、平日の
　宿泊需要を喚起した（参画施設数、平成21年10月～22年2月の
　販売実績）。
　「１泊翌日朝・夕食」（19軒、46人泊）、「１泊朝食」（40軒、1,045人泊）、
　「素泊まり」（32軒、3,643人泊）、「一人宿泊プラン」（32軒、2,634人）

●朝食時間を１時間遅くできる「朝寝坊プラン」を新たに９軒が設定
　したり、一人宿泊の比率が前年度の6.5％から7.7％へ増加するな
　ど、旅館滞在の時間軸を変えることで新しい発想が生まれ、新た
　な需要開拓につながった。

通常の１泊２食商品と湯河原温泉の宿泊商品（実証事業）との違い
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湯河原温泉観光協会加盟旅館30～40件
湯河原観光協会加盟飲食店15～20件

旅館共同組合ホームページ
「温泉へ帰ろう2009」

（株）リクルート旅行カンパニー

じゃらん net
じゃらん
リサーチ
センター 宿泊予約

「各旅館」 飲食店情報

①商品開発・登録（『今夜は温泉へ帰ろう2009』商品）、客室提供
②専用WEB・コンテンツ画面制作
③専用WEB・コンテンツ画面リンク、商品アップ
④予約
⑤宿泊
⑥検索・選択
⑦アンケート依頼
⑧アンケート回答
⑨アンケート集計・分析

利用者（主に首都圏を中心とする勤労者）
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（１）多様なニーズに応えられる、「泊食自由組み合わせ」の有効性を認識する

（２）温泉地全体で多様な泊まり方を提供する

Ⅲ型：連携→新しい価値～地域や施設
　　　がまとまって、新たな商品・サー
　　　ビスをつくる

仕組の改編需要の創造

多様な連携

（４）事業者の反省・その後の展開

３．本事業から得られたヒント

●「首都圏マーケットから近い温泉地」という優位性を認識していた。
●温泉街やその周辺に飲食店が集積しており、そこでの飲食を目的
　に来訪するお客様もいる。
●その一方で、現在の主客層が高齢化することによるマーケットの
　縮小、近年の宿泊客数の落ち込み等をはじめ、近隣に箱根や熱海、
　伊東といった強力な競合地域もあることから、強い危機感を湯河
　原の中で共有できていた。

●外部資本の施設が少ないため、湯河原全体の将来を見越した動き 
　が取りやすい。旅館の経営者同士はライバルだが、子供の頃から接
　してきた仲でもあり、インフォーマルな形の情報交換は常々行わ
　れている。
●旅館協同組合理事長の強いリーダーシップにより飲食店との連携
　が模索されるとともに、青年部による自発的な勉強会が開催され
　るなど、温泉地内の人のつながり（風通し）が良好である。
●その一方で、旅館と飲食店とはやはり競合する部分があるため今
　後も地道な合意形成が必要である。 （１）多様なニーズに応えられる、「泊食自由組み合わせ」の有効性を

　　認識する
　通常の１泊２食という設定では旅館に宿泊できない客層が存在す
ること、そしてこの客層を受け入れるためには、旅館の泊と食の「組み
合わせ方」「提供時間帯」を柔軟に考える「泊食自由組み合わせ」が有効
であることに気づくことが重要である。

（２）温泉地全体で多様な泊まり方を提供する
　様々な組み合わせが考えられる「Ｘ泊Ｙ食」モデルを、単体旅館でい
くつも設定することは容易ではない。個々の旅館が、まずは現在のオ
ペレーション態勢の中で対応可能なモデルを採用し、それが温泉地全
体の品揃えとして多様なものとなれば、大きな訴求力を持つ。
●１泊２食の価値を高める「朝食のんびり・レイトチェックアウト」
　モデル
●２泊３食、３泊４食など、滞在パッケージモデル
●主に大型旅館の販売手法としての１泊朝食モデル
●リーズナブルで価値ある夕食を組み合わせた１泊２食モデル

■地理的な優位性や地域特性を認識し、それを「共通
　の強み」としてつながることができた

■温泉地内の人のつながりが良好で、連携が容易だった

●本事業「今夜は温泉に帰ろう♪」への参画条件は、「21 時以降の
　チェックインが可能なこと」という一点のみで、非常にシンプル。
　条件を緩くすることで、あまり付加価値が大きくない商品も散見
　されることになったが、そのことよりも、一定数以上の参画施設を
　確保できたことで市場へアピールできたことの方が、事業の成功
　のためには重要であった。

■プランへの参画条件をシンプルにして、一定数以上の
　参画施設を確保した

■現在のオペレーションに負荷を掛けない仕組みにした

●以前から様々な企画で連携してきたじゃらんと組むことで、商品
　造成から販売までの流れをきちんと築くことができた。
●温泉地全体の商品にできた背景には、じゃらん担当者が各旅館を
　まわって商品説明をして経営者を説得するといった、細やかな合
　意形成の取り組みがあった。

■外部組織と連携することで、商品を販売する「出口」を確保できた

●事前の調査（『平成19年就労条件総合調査』（厚生労働省））で、就
　労者の32.8％が「完全週休二日制以外の週休二日制」で、その多く
　は「平日の休日＋土または日曜日の休日」形態であることを把握
　し、こうした人々の宿泊ニーズがあると見込んでいた。
●湯河原では以前から、素泊まりや１泊朝食付きで販売していた旅
　館もあり、それらに一定の利用があることも知られていたため、本
　事業に取り組むにあたって、ある程度、成果イメージを持つことが
　できた。このように長年続いてきた商売のスタイルには、経営者の
　直感（何となく「お客様のニーズがある」とわかる）も利いている。

■データと直感からお客様ニーズを把握しており、
　通常の１泊２食から離れた成果イメージを持てた

■「今夜は温泉へ帰ろう♪」を継続販売している

●実証事業終了後も継続してプランを設定している。各旅館の自社
　ホームページでも積極的に販売するなど、湯河原全体で「今夜は温
　泉に帰ろう♪」の考え方が定着した。
●本事業をきっかけとして、従来の「15時チェックイン10時チェッ
　クアウト」という過ごし方以外にも旅館を活用してもらえるのだ
　という考え方を各旅館が持つようになり、プラン造成の幅が広が
　るヒントとなった。実際に、０泊２食や日帰り夕食休憩といった日
　帰り利用にも対応する旅館が増えている。

●こうした宿泊スタイルはまだ広くは知られていないため、例えば、
　夜の新しい過ごし方を提案することで、今後こうした新しいスタ
　イルを広め、定着させていきたい。

■ネット販売についての勉強会を行って、スキル
　アップに努めている
●「今夜は温泉に帰ろう♪」の企画を始めた頃に、旅館組合青年部を
　中心にネットエージェントを活用する勉強会が発足した。その後
　も２ヶ月に１回ほど定期的に自発的に集まり、管理画面を実際に
　開いてお互いのノウハウを勉強し合っている。青年部同士の連絡
　をメーリングリストにすることで、情報伝達・共有を行っている。

様な ズに応えられる「泊食自由組み合わせ の有効

イノベーションのポイント
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旅館客室流通効率化・高度化事業

（（社）国際観光旅館連盟）

　旅館客室の新たな流通システムの構築等に取り組み、旅館客室
流通の効率化・高度化による客室稼働率の向上を目指した。
　海外流通については、多様な料金タイプの客室を提供し、マー
ケットの志向を確認した。
　国内流通については、客室指定の有無や複数客室を利用するグ
ループ予約についてシステムを高度化し、より消費者の希望に添
い、旅館にとっても効率的なシステム構築を目指した。
●本事業は宿泊予約システムのインフラ（客室在庫データベー
　ス）構築と、そのインフラを活用した様々な商品化の試行とい
　う２つのステップで行われた。

１．本事業の背景

１）旅行会社等への委託販売による販売機会の
    損失、レベニューマネジメントの阻害

２）「１泊２食」販売による需要開拓の機会損失、
     特にインバウンドへの対応の遅れ

　旅館の客室流通は主に旅行会社やOTA（ネットエージェント）
のデータベースへの客室アロットメント提供（客室ブロック）に
多くを依存しているが、このような客室流通には以下のような課
題が存在する。
●個々のアロットメントへの客室登録や販売状況の把握に多大
　な手間がかかると共に、多数の客室在庫データベースへの提供
　をバラバラに行っているために全体の販売状況が掴みにくく、
　効率的な販売管理ができにくい状況である。
●これらの提供客室の手仕舞い時の消化率（販売率）は２～３割
　程度であり、販売機会の損失を招いている。
●客室在庫のデータベースが様々な旅行会社や OTA に散在してい
　るため、入込予測（フォーカスト）が困難であり、フォーカストに
　応じて販売価格を適切に調整するレベニューマネジメントが困
　難である。

●既存の旅行会社のデータベースは１泊２食販売を前提とし
ており、泊食分離販売に適した構造となっていない。

　固定的な１泊２食での販売に加えて泊食分離販売、１泊朝食付
き販売といった料金を自由に設定できる予約システムがないた
め、様々な料金体系が旅行会社やOTAのサイトで混在しており、
消費者にとってわかりにくくなっている。現在は１泊朝食付き販
売は、多くの旅館で平日の間際商品として空室を埋めるための位
置付けとなっており、積極的に販売されているわけではない。こ
のため、消費者からも低価格商品として認識されている。
　インバウンド客にとってはホテルの室料制（ないしは１泊朝
食付き料金）が一般的であるため、１泊２食料金を提示する旅
館の宿泊料金は、ホテルと比べて直裁的に割高感を与える要因
となっている。

２．本事業の概要

（１）具体的な取り組み内容

［インフラ構築の特徴］
１．旅館客室の海外流通を促進するため、世界中の旅行会社がア
　  クセスする GDS と連結してインバウンド個人客の予約を可 
　  能とすること
２．泊食分離販売を可能とするシステムとして、旅館が様々な料
　  金体系・企画商品で販売できるようにしたこと

［様々な商品化を試行］
１．新しい商品の切り口の提案～「宿あそび」サイトの開設
　  主に平日の空室販売のために、既存の間際販売という価格訴
　  求型商品ではない、魅力ある多様な商品をサイト上に多数展
　  開した。
　  □プラン：「ミッドナイトチェックイン」「わがままディナー」
　　  「パパいらずステイ」「お試し泊まり」
　  かきいれ時である休前日についてはより高い利益率を上げる
　  ために、先着順ではなく、後から入ってきてもより料金が高い

　  予約を優先して受け付けられる仕組みをつくった。
　  □プラン：「こだわり予約」（客室と食事を定価にて自由に組
　  み合わせる）と「おまかせグループ予約」（料金を割り引く代わ
　  りに客室と食事を旅館に任せる）を設定し、料金が高い前者の
　  予約を優先して受け付ける。
２．GDS接続によるインバウンド向け商品
　  ペガサス社の客室在庫登録システムUnirezへ登録し、海外の 
　  旅行会社やOTAへ、インターネット上で１泊２食販売や室料
　  販 売などを自由に設定して、海外顧客の反応を探った。
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（１）業界・地域全体としてシステム導入の意義を認識し、長期戦略として合意形成をする

（２）オーソドックスな商品と個性派商品を組み合わせることで新システムの利用を促す

（３）オープンシステム化によって汎用性を高める
Ⅳ型：連携×業務改善→新しい価値～業
　　　界･地域を挙げて業務改善を実現し､
　　　新たな商品･サービスをつくる

（２）実施体制

（４）事業者の反省・その後の展開

●今後も継続していくために、少なくとも500～600軒の旅館・
　ホテルの参画を目標に、会員からの出資金でシステムの保持
　運用を図る LLC（合同会社）を設立することが構想されてい     
　る。併せて、本データベースへの中小エージェントやOTAか
　らのアクセスを可能として、共通在庫システムとして活用す
　ることも検討されている。
●「宿あそび」へのトラフィック確保のために、会員からの提供
　客室数の増大が課題である。既に販売実績のある大手旅行会
　社やOTAへの客室提供が優先されるのはやむを得ないもの
　の、本データベースへの提供を増やすことが、会員旅館・ホ
　テルの将来のために戦略的な経営判断として必要であると
　いうことを、粘り強く説得する。
●本データベースは泊食分離販売が自由にできることが特徴
　であるが、会員旅館がそもそも泊食分離販売や室料販売の設
　定方法・値付けに慣れていないことが課題であるため、こう
　した点についての啓発活動を進める。

（３）成果

■週末の稼働率向上のために導入した「こだわり予
　約」は、商品内容が複雑で充分に理解が得られず
　利用が奮わなかった

■旅館業界団体として、課題を解決しながら取り組みを進める

■海外から直接予約が可能になった点や、消費者の
　潜在的なニーズに応える多様な商品内容について
　は評価された

１．海外での客室流通（海外流通システムの構築）の取り組み成果
　・Unirez参加旅館：67軒
　・予約アクセス数：45件
　・予約成約数：21件
２．国内での客室流通（料金システムの変更及び複数客室利用の
　  グループ予約の促進）の取り組み成果
　・参加旅館：38軒
　・ページビュー数：約３万、ユーザー数：約2.5万人（トップ
　　ページ）
　・予約は６件、のべ15名、「お試し泊まり」が過半数、比較的都
　　市近郊部の旅館が多かった。
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各室の海外流通システム

各室の国内流通システム

図中央の4者がコンソーシアムメンバー

多様な連携

仕組の改編需要の創造
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旅館客室流通効率化・高度化事業

（（社）国際観光旅館連盟）

３．本事業から得られたヒント

（１）業界・地域全体としてシステム導入の意義を認識し、長期戦略として合意形成をする
　消費者への認知度を高め、販売システムとしてインパクトを持つためには、まずは参画施設と商品提供を増やすことが
重要である。そのためには業界・地域が一体となって、こうしたシステムを構築し、需要開拓をするという長期的な視点で
の合意形成が必要である。

（２）オーソドックスな商品と個性派商品を組み合わせることで新システムの利用を促す
　幅広い旅館・ホテルから客室提供を受けることが最終目標だが、まずはこの新しいシステム（従来の１泊２食型ではな
い、新たな旅館の宿泊商品を販売）を軌道に乗せるためには、システムの認知度を高める意味からも、当面は従来型の商品
を数多く設定することが必要である。
　その一方で、参画施設数を増やすのではなく、同じ規模や類似の経営コンセプトを持つ旅館・ホテルグループが協働し
て、個性派商品に特化していくことも一つの戦略である。

（３）オープンシステム化によって汎用性を高める
　新システムへのトラフィックを増やすためには、既存の販売事業者などへもシステムを積極的に開放することで、GDS
のような共通インフラとして位置付けていくことが必要である。
　将来的には、業界団体が立ち上げた販売システムが、全ての旅館・ホテルが自社ホームページからも客室在庫を取りに
来るようになる、コスト的に独自の客室在庫データベースを構築できない中小旅行会社・OTAが本システムを利用すると
いったことになれば、販売量の増加に結びつき、それが最終的には客室在庫数の増加に繋がることとなる。

●宿泊業界団体として会員施設を巻き込み、業界全体の客室流通
　の効率化・高度化に取り組んだが、実証事業期間中の販売成果
　は低調であった。設定した商品テーマのうち、多少なりとも反応
　のあった商品は「お試し泊まり（１泊朝食付）」であり、意図に反
　して価格で選択された模様である。
●その原因は、主に以下である。せっかく訪れた潜在顧客も商品の
　選択肢があまりに少ないことから予約に至らず、同じ理由か
　ら、メディアへの露出や他サイトとのアフィリエイトなどの対
　策も取れず、トラ フィックを伸ばすことができなかった。結果
　として販売数が伸びないため、会員の参加が進まないという悪
　循環に終わった。
・参加旅館数、提供客室数が少なかったこと（約1,200会員中、40
　軒弱）
・短期間の実証事業であったこと、メディア露出も少なかったこ
　とから、トラフィックが過小であったこと
●昨今注目されているインバウンド誘客を目的とする商品への参
　加数は増加しているが、ミッドナイトチェックインのように商
　品化できる立地条件や施設条件が制限される商品は参加が伸び
　悩んだ。

■客室稼働率の向上、泊食分離料金の設定など、国内での客室流通
　の効率化・高度化に取り組んだ（宿泊予約サイト「宿あそび」）

●宿泊業界団体として会員施設を巻き込み、未だ手薄の海外での
　客室流通システムの構築に取り組んだ。
●実証事業以降も継続しており、参加旅館数も当初の67軒から現
　在では140軒に増加した。成約数は平成22年4～12月で84件
　と増加傾向を示している。
●会員向けの参加勧誘パンフレット、Q&A集などの配布、今後の
　継続意思の表明などの対策により、参加数は増加が見込まれ
　る。また、GDS で旅館予約が可能となったことを海外の旅行会
　社等へ伝えるＥメール マーケティングも実施している。

■海外での客室流通システムの構築に取り組んだ（客室在庫登録
　システムＵｎｉｒｅｚへの参加 等）

イノベーションのポイント
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（１）業界・地域全体としてシステム導入の意義を認識し、長期戦略として合意形成をする

（２）オーソドックスな商品と個性派商品を組み合わせることで新システムの利用を促す

（３）オープンシステム化によって汎用性を高める
Ⅳ型：連携×業務改善→新しい価値～業
　　　界･地域を挙げて業務改善を実現し､
　　　新たな商品･サービスをつくる

多様な連携

仕組の改編需要の創造
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はちのへ『朝めし』『朝ぶろ』による朝の新規需要創出事業

（（社）八戸観光コンベンション協会）

　八戸の主要マーケットであるビジネス
客を対象に、新たに発掘した地域資源であ
る朝市と銭湯へ誘導するために、乗合タク
シーを活用した「朝の泊食分離商品」とし
て開発し、新規需要創出事業として販売実
験を行った。

１）「観光地」ではない地域でも高まる、観光に
　 よる地域振興への期待

２）お客様ニーズが変化したことで「観光資源」
     となった地域の宝

　温泉や特に優れた自然景観を持たない地域など、いわゆるこれ
までは「観光地」でなかった地域においても、地域外からの来訪者
の誘致や受け入れ態勢の整備（例：まちづくり活動や着地型旅行
商品化を目的とした地元再発見の動き等）による経済的・社会的
な効果によって、地域振興を実現しようとする動きが出ている。
　こうした地域では、旅館・ホテルや旅行会社といった狭義の観
光産業従事者だけでなく、地元住民を顧客とする商店・飲食店、
路線バス・タクシーなどの交通事業者、体験プログラムを提供す
る農林漁業従事者など、利害関係者は幅広い業種にわたる。
　このことは、意識の共有や調整にこれまで以上に時間と手間が
かかる一方で、これまでにないユニークな商品・サービスが生ま
れる可能性を持っている。

　旅行に出かけることが大変な贅沢で珍しかった時代から、今日
のように、旅行と認識されないほどの小さな旅など旅行行動が日
常化・多様化する中で、消費者が旅先に求めるものは変化してきた。
　温泉志向は依然として根強いものの、自然景観や名所旧跡と
いった従来の観光資源のほかに、地元住民の日常的な食や何らか
の体験を伴う活動、工場地帯の景観など、幅広い分野へ関心が高
まっている。
　こうした傾向は、これまで見向きもされなかった地域の物事や
風景、人などを、誘客力を持つ「観光資源」に変える可能性を持っ
ている。すなわち、いずれの地域にも「観光地」となる可能性が多
かれ少なかれある、ということである。

２．本事業の概要

（１）具体的な取り組み内容

（２）実施体制

（３）成果
■一定の利用実績と高い評価があり、“八戸の早朝文化”が、
　新たな宿泊需要を創出する観光コンテンツになると確認できた

●利用者の反応は概ね良好：
－「八戸あさぐる」を利用するため、青森市泊を八戸市泊へ変更した
　というケースあり
－「八戸あさぐる」の利用がきっかけで乗務員と意気投合し、ホテル
　チェックアウト後、同じ乗務員を指名し、市内観光したというケースあり
●メディアの反応は良好：地元や首都圏のテレビや雑誌等で複数回
　紹介された。
●地元の反応は良好：無料体験会を通して、改めて八戸の朝市の魅
　力を再認識してもらった。みろく横丁や協会会員の口コミで利用
　してもらうため、チラシを配布し協力を依頼したところ、面白い取

●利用者数：228人

代表団体：(社 )八戸観光コンベンション協会
参加団体：八戸広域観光推進協議会（事務局：青森県三八地域県民局）

①受付･ ･ ･ 各ホテルのフロントにて宿泊客の注文受付（前日午後１０時締切）
　　　　　　利用客は申込書に①希望プラン、②希望の目的地、③人数等を記入
　　　　　　　　　　　　　　　　　▼
②発注・・・注文を受けた各ホテルはタクシー会社へ申込事項をファックスにて送信
　　　　　　　　　　　　　　　　　▼
③乗車・・・翌日タクシーが依頼先のホテルにてツアー客を乗車させ目的地へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　▼
④朝市・朝ぶろ・・・目的地で降車、朝市または朝ぶろを堪能
　　　　　　　　　　　　　　　　　▼
⑤所定の時間・場所で乗客を乗せ、ホテルへ移動

１．本事業の背景
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（１）接客の現場や感度が高い外部からの評価を踏まえて、新たな地域資源を発掘する

（２）商品の魅力を高め、効果的な情報発信をするために、２次交通や販売網の充実に取り組む

（３）官民の人材がコミュニケーションを取りながら、役割分担をして取り組む

（４）事業者の反省・その後の展開

３．本事業から得られたヒント

●実証事業で一定の販売実績を積んだ「八戸あさぐる」の経験を
　踏まえて、翌年度にはまち歩きや港の夜景、フルーツ、隣接する
　十和田のバラ焼きといった朝市・銭湯以外にも対象を広げて
　着地型旅行商品の造成を行い、「八戸まちぐる」として期間限定
　で実施した（平成22年12月）。予約が少なく催行に至らなかっ
　たコースもあるが、 それも検証の材料と捉えている。

●ＪＲの旅行商品や青森デスティネーションキャンペーンのパ
　ンフレットに掲載されるなど、外部への情報発信にも徐々に広
　がりが出てきている。

（１）接客の現場や感度が高い外部からの評価を踏まえて、新たな地域
　　資源を発掘する
　今、求められている魅力は何か、自らが提供できる魅力は何かを、直接お客
様と接する従業員や、外部のマスコミ・有識者等の指摘も踏まえて、発掘作
業を行う。これは、一朝一夕に進むものではなく、常にその時々のマーケット
を見据えながら継続的に取り組む。

（２）商品の魅力を高め、効果的な情報発信をするために、２次交通や
　　販売網の充実に取り組む
　地域資源の発掘だけに頼らず、より魅力的な商品とするために２次交通を
確保したり、十分なトラフィックを確保するためにホームページを立ち上げ
るなど、商品を造成・提供するための後方部門の強化に取り組む。

（３）官民の人材がコミュニケーションを取りながら、役割分担をして取
　　り組む
　地域資源だけではなく、事業を企画・推進できる人材の発掘・活用も重要
である。官民、または関係者各人の得意分野（マーケティング、申請書等の作
成、折衝、資金獲得、長期的視点での計画策定 等）を尊重しながら、それぞれが
有機的に動けるように、地域で中核となる組織（事務局機能）も必要である。

●メディアの好反応を受けて、「自分たちが磨くべき地域資源は
　これだ」と認識できる人材が、官民それぞれに存在した。
●商工会議所や民間事業者は、中心街に昔からある横丁の活性化
　のために、帯広の屋台等への先進地視察で得た知識を、屋台村
　「みろく横丁」といった形で実践していた。これに昔からの横丁
　を合わせて「八戸の横丁」として魅力を打ち出していた。また、
　Ｂ-１グランプリを誕生させた「八戸せんべい汁研究所」の活動
　によって、それまで埋もれていたせんべい汁が、八戸の大きな
　観光資源へと成長してきていた。
●民間事業者が「八戸あさぐる」に対して概ね協力的であり、乗合
　タクシーの運行に関しては、地元の三八五タクシーが東北運輸
　局と連携して手続きを行った。宿泊施設も、朝食の泊食分離に
　理解を示して、プランに参画した。
●主導したのが(社 )八戸観光コンベンション協会であり、担当
　者（当時、八戸市から出向中）は「現場重視」の考えから、八戸広
　域観光推進協議会や民間事業者と日頃から密にコミュニケー
　ションを取って来訪者の動向を把握し、メディアの取材にも同
　行するなどしていた。こうしたことから、民間からの「八戸あさ

■新たに見出した地域資源（朝市、銭湯）の弱み（二次交通）を、
　乗合タクシーで補うことで活用した
●従来、「八戸の観光資源」と捉えられてきたもの（種差海岸などの
　自然資源、八戸三社大祭や八戸えんぶり等）が、最近メディア（＝
　マーケット）に取り上げられにくくなってきたという現実を受
　けて、当初は半ば苦し紛れに紹介したのが、八戸の生活スタイル
　に根ざした朝市や横丁、せんべい汁だった。これが「おもしろい」
　と外部から評価されたことが、その後の動きにつながった。
●「八戸あさぐる」は、朝市と横丁が取り上げられ、朝市の知名度
　が上がってきたタイミングで仕掛けた着地型旅行商品である。
　強みである朝の魅力（朝市、銭湯）を、乗合タクシーという二次交
　通でつないだ。

■八戸への来訪者像、地域資源の現状を把握していた
●来訪者の約８割がビジネス客であり、朝市が市内に９ヶ所、温
　泉は少ないが銭湯は多いといった状況を把握していた。加え     
　て、青森県は日本一、早寝早起きの県（社会生活基本調査）とい
　うこともあり、早朝から銭湯が営業している。こうした分析を
　踏まえて、「朝」と「ビジネス客対応」に焦点を絞ることが、八戸
　ならではの観光コンテンツになると認識できた。

　ぐる」の発案を受けとめることができた。企画の相談が９月上
　旬であり、申請・採択を経て11月上旬の実証事業開始まで約
　２ヶ月という短期造成だったが、その実現には、乗合タクシー
　の運行許可について、東北運輸局による的確・スピーディなア
　ドバイス・対応もあった。

■外部評価を受け入れ、アクションに移せる人材・
　組織が地元に存在した

■「八戸あさぐる」の造成プロセスをモデルとして、継続して着
　地型旅行商品づくりに取り組む～「八戸まちぐる」の誕生へ

●今後も継続的・効果的に事業を推進する態勢のあり方を検討
　するために、研究会を開催した（平成22年度青森県事業）。３回
　の研究会では、先進事例（ジャパン・オンパク、北海道ランドオ
　ペレーター協議会）について学び、八戸市への観光客のマー       
　ケット分析（ペルソナ・マーケティングの試行）や地域資源を
　把握するワークショップを行うとともに、各業界の関係者が、
　着地型旅行商品の造成・販売に関して具体的に何をすべきか
　についての議論も行った。
●実証事業を主導した ( 社 ) 八戸観光コンベンション協会を核
　として、多様な関係者を巻き込んだ推進態勢の立ち上げが検討
　されている。

■連携が深まった関係者による推進態勢づくりも進む

　組みとして積極的に協力してもらった。
●ホテル関係者の反応は概ね良好：朝の泊食分離であること
　からサービスが競合するにも関わらず、多くの施設に参画い
　ただき大いに宣伝をしてもらった結果、数多くの利用につな     
　がった。

客の現場や感度が高い外部からの評価を踏まえて、新た

イノベーションのポイント

Ⅳ型：連携×業務改善→新しい価値～業
　　　界･地域を挙げて業務改善を実現し､
　　　新たな商品･サービスをつくる

多様な連携

仕組の改編需要の創造
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旅館業の地域協働による生産性向上・業態開発事業

（(社 ) 四万温泉協会）

　旅館における客室清掃の生産性向上に向けて、温泉街とし
て客室清掃の協働化に取り組み、宿泊客の滞在時間の延長に
つながるレイトチェックアウトの実現を目指した。
　また、地域協働事業として温泉街の食堂でのブランチの提
供などにも取り組み、朝の魅力向上による四万温泉の新たな
ブランド構築につなげることも目指した。

　この組合せにより、首都圏からの直行バスの時間帯（到着
12 時前後、出発 13 時前後）に合わせて宿泊客が館内や温泉
地内で滞在できるようになることで、直行バス事業の継続的
な実施を目指した。

１）朝のんびりしたいというニーズと現在の
　 チェックアウト時間とのミスマッチ

２）業務改善・効率化に対する科学的アプローチの不足

３）業務改善・効率化に関する地域協働の不足

　温泉地で朝ゆっくりと時間を過ごしたいという宿泊客の要望
が増大しており、旅館内での午前中の過ごし方に魅力づけが求め
られている。しかし、旅館のチェックアウト時間は周遊旅行時代
から変わらず、10 時が習慣として続いており、都市ホテルやリ
ゾートホテルでのブランチ対応や 11～ 12 時チェックアウトが
常態化しているのに対して、甚だ見劣りする状況にある。そして
このことは、のんびり保養休養ができる滞在型観光地を目指す地
域にとっては、避けて通れない課題である。

プロセス改善のための取り組みの糸口を発見できないこと、特
に、観測データに基づいて顧客の行動やニーズを把握したり、作
業時間を測定して改善の糸口を探る等の科学的アプローチが不
足していることが挙げられる。

　チェックアウト時間を左右する客室清掃業務の大半はパート
タイマーで行っているケースが多く、その作業プロセスも慣習と
して踏襲されてきたものが多い。その要因として、経営者が作業

　地域における観光産業（旅館・ホテル、商店、飲食店 等）の協
働事業は、これまで販売促進や広告宣伝、イベント等の集客の
ための活動に限定されており、業務改善や経費削減に関する取
り組みは、食材・燃料等の共同購入程度に留まっていた。この
ように、難易度が高い故に業務改善にまでは踏み込まず、既存
の運営システムだけで実現可能な（在来型で誰にでも真似でき
る）商品に留まってしまったり、参画施設が少なくて効果的に
販売に結びつかないケースがほとんどであった。こうした要因
は、個々の旅館の経費管理は各旅館の経営課題である、という
意識があるためである。

２．本事業の概要

（１）具体的な取り組み内容

１．本事業の背景

（２）実施体制
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（１）お客様ニーズに応えられる新商品とは何か、その実現に向けた課題は何かを認識し、

　　解決に向けて本気で取り組む

（２）現場検証と関係者のヒアリングにより、科学的な解決手法を導き出す

（３）新たな商品づくりに向けて、地域が一体となる

●レイトチェックアウト（レイトＣ/Ｏ）の需要調査を実施した。お客 
　様のニーズを数字で把握することで、事業者側への説得材料た。
●その結果、個人客はアーリーチェックインよりもレイトＣ/Ｏを希
　望し、レイト需要は２人に１人に及ぶ。また、レイトＣ/Ｏを実施し
　た場合、お客様の 10 時集中が分散し、フロント部門の業務負担軽
　減が期待される結果となった。
●ブランチメニューについては、宿泊客へのアンケート結果から若
　年層を中心に希望が高いことがわかった。これを受けて、温泉街
　の飲食店にブランチメニューの開発を依頼し、試食会を開催した。

●実証事業により、いくつかの和洋メニューの開発と旅館・飲食店の協
　働態勢ができた。
●今後は、お客様への周知と実施する際の現場の受け入れ態勢づくりを
　進める。

　・「複数旅館が協働」で、「宿泊客のバス送迎業務の効率化・最適化」
　　を図ると共に、「送迎途上でのガイドツアー等の着地型旅行商       
　　品」を開発する。
　・「複数旅館が協働」で、「自分達で造作可能な内装リニューアル工 
　　事」のノウハウを習得して、それぞれの「客室を赤ちゃん連れ家
　　族客」をテーマとした客室づくりを行い、「地域協働で赤ちゃん
　　連れ家族客向け企画商品」として販売する。

●直行バス企画が好調なことにより、四万温泉の全旅館がレイトチェッ
　クアウト企画を継続している。

●客室清掃業務の効率化により、実証事業に参画した旅館では実際
　に清掃コストを削減することができた。今後は四万温泉の全旅館
　へ、こうした業務改善への気づきと具体的な手法について広げるこ
　とが重要であるが、実際にどのように作業改善指導を進めるかが課
　題である。
●今回は、「客室清掃業務の改善とレイトチェックアウト」という組
　み合わせであったが、こうした考え方は客室清掃業務に限らず、
　他の作業工程や商品企画にも応用することができる。例えば、以
　下のような取り組みが考えられる。
　・「複数旅館が協働」で、「厨房での調理や配膳の効率化」を図ると共
　　に、共通する食材や調理方法の研究により「新たな食の魅力を創
　　造する」。

●四万温泉の全旅館が参画する、レイトチェックアウトが可能な
　宿泊商品として、首都圏直行バスと併せたパッケージ商品を販
　売した。
●催行期間：11 月 1日～ 3月 31 日
●東京駅～四万温泉　往復バス運賃　5,000 円
●宿泊プラン利用客数（１月）330 名 （前年同月 244 名、35.2％増）
●直行バス利用客数（１月）2,386 名 （前年同月 2,037 名、17.1％増）
●レイトＣ/Ｏ利用客の満足度：顧客満足度は旅館商品全体の結果
　であるため、レイトＣ/Ｏの影響度合いを測ることはできない
　が、｢期待以上｣25.0％、「期待どおり」55.0％の好評価が得られた。

●レイトＣ/Ｏに踏み切れない最大要因は、客室清掃が間に合わない
　ことであるため、レイトＣ/Ｏ実現のために、清掃品質と効率性の
　向上を同時に可能にする「作業プロセス改善の方向性」（下図）を
　もとに、参画旅館への業務改善指導を、専門家の招聘により実施
　した。
●実証事業に参画した旅館では、客室清掃業務の効率化についての
　理解が進み、清掃コストの大幅な削減に成功した事例もあった。

（３）成果

（４）事業者の反省・その後の展開

 

■レイトチェックアウトとブランチメニューの需要調査
　により現状を把握できた

■客室清掃プロセスの改善に取り組んだ

■四万温泉全体に業務改善への意識・理解を広め、改善
　指導を進める

■ブランチメニューの周知に取り組む

■四万温泉直行バス企画を継続している

■四万温泉直行バス企画「全宿レイトチェックアウトの温泉
　地」を実施した

　

Ⅳ型：連携×業務改善→新しい価値～業
　　　界･地域を挙げて業務改善を実現し､
　　　新たな商品･サービスをつくる

多様な連携

仕組の改編需要の創造



■ ケース編：ケース7
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旅館業の地域協働による生産性向上・業態開発事業

（(社 ) 四万温泉協会）

●単なる後方部門の効率化だけでは、参画する旅館は少なかったと
　考えられる。業務改善が具体的に商品力向上に結び付く企画と組
　み合わせたことで、参画への動機付けとなった。具体的には、以下
　のようなプロセスがあったことが成功要因である。

　　1. 客室清掃の工程の効率化によりチェックアウトタイムを延
　　　 長する。
　　2. 同時に、朝、のんびりしてもらうために、ブランチ（遅い朝食）
　　　を提供する。
　　3. ブランチを個々の旅館で実現するには厨房やフロントの負
　　　 担 大きいので、温泉街のカフェ等の店舗と協働して提供す
　　　 る仕組み を作る。
　　4. ブランチ等で午前中、宿泊客に温泉街へ散策に出てもらうこ
　　　とで温泉街の店舗を活性化する。
　　5. 午前中、温泉街でのんびりしてもらうために二次交通（バス）
　　　 を確保する。
　　6. 以上の施策によって「レイトチェックアウト＆ブランチ＆二
　　　 次交通（直行バス）という宿泊企画商品」が実現した。

●以前から四万温泉には滞在型保養温泉地としての地域目標があ
　り、そのための様々な取り組みが行われていた。本事業はその一
　環であり、事業目標そのものに地域全体のコンセンサスが得られ
　たことで、「四万温泉は全宿レイトチェックアウト」という具体的
　な目標につながり、滞在型保養温泉地を目指す四万温泉のブラン
　ド戦略となった。
　

●旅館の後方部門は客室清掃だけでなく、厨房からの配膳や館内
　清掃、フロント後方業務等、多岐にわたる。これらを分解してみ
　るといくつかの作業工程から成り立ち、最終的にはサービス工
　程という形で商品の品質に繋がっている。そこで、後方の作業工
　程率化することで、従業員の後方での作業時間を短縮し、その分
　を接客時間に充てたり、コストダウンを図ることが必要とされ
　ている。
●しかし、こうした作業工程の分析や作業標準化プロセスの策定   
　は、経営者自身がこれらについての手法を習得していない限り、
　個々の旅館では実現が難しい。本事業では、温泉地内の複数の旅
　館が協働して専門家を招聘し、サービス工程の改善に取り組んだ
　ことも成功要因の一つである。

　旅館におけるレイトチェックアウトへのニーズは、かねてより
広く認識されており、かつその実現のためには「客室清掃の効率
化」が課題であるとも認識されていた。その実現に向けては、効率
化を可能にする科学的な手法を見出すことと、関係者が本気に
なって取り組むことが必要である。

（１）お客様ニーズに応えられる新商品とは何か、その実現
　　に向けた課題は何かを認識し、解決に向けて本気で取
　　り組む

　業務改善のためにこれまでの仕組みを改廃しようとすると、現
在の利害関係者の抵抗は避けられない。事前にお客様の意向や行
動調査を行うとともに、客室清掃などの現場で関係者と共に業
務プロセスを確認し、議論して、科学的な手法を導き出す。

（２）現場検証と関係者のヒアリングにより、科学的な解決
　　手法を導き出す

　観光地の旅館は互いに商売上のライバルであり、連携は容易で
はないが、ともに抱える（互いの利益には影響しない）後方部門の
業務改善についてノウハウを共有することで、ともに経営力を向
上させることができる。これにより、地域全体として、他では容易
に真似できない、インパクトのある新商品を創造できるのである。

（３）新たな商品づくりに向けて、地域が一体となる

３．本事業から得られたヒント

■商品力の向上と誘客強化、作業工程の改善を組み
　合わせた総合的な取り組みだった

■地域ブランドの確立という戦略的な目標に対して、
　コンセンサスが得られた

■サービス工程改善のノウハウ取得のために協働
　して取り組んだ

略となった。

客様 ズに応えられる新商品とは何か その

イノベーションのポイント
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（１）お客様ニーズに応えられる新商品とは何か、その実現に向けた課題は何かを認識し、

　　解決に向けて本気で取り組む

（２）現場検証と関係者のヒアリングにより、科学的な解決手法を導き出す

（３）新たな商品づくりに向けて、地域が一体となる
Ⅳ型：連携×業務改善→新しい価値～業
　　　界･地域を挙げて業務改善を実現し､
　　　新たな商品･サービスをつくる

多様な連携

仕組の改編需要の創造



■ ケース編：ケース8
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複数旅館の一体再生と旅館街の面的再生

（湯涌温泉、会津東山温泉）

１）旅館の事業再生が地域に及ぼす影響 ２）複数旅館の一体再生の現状と課題
　1997年以降の金融再生に伴い、旅館の事業再生が様々な温泉地で
行われてきたが、その再生により地域の旅館街に以下のような影響
が生じている。
　・事業再生により財務のみ良化した旅館が業態転換や商品力の
　　向上がないままで、低価格商品として市場に再投入されること
　　により、低価格競争の激化による連鎖倒産や、低価格旅館の氾濫
　　による観光地ブランドの低下が起きている。
　・再生旅館自体も中小規模経営のままで存続することで経営効
　　率が向上しない。また、再生しても経営者が家業意識のままで存
　　続 し、商品自体も従来型のものを継続することで抜本的なイノ
　　ベーションがなされていない。

　以上の課題を解決するために、金融機関が主導して複数旅館を一
体再生する仕組みがいくつかの地域で行われてきた。それ自体は運
営の効率化と商品力の向上に結びついてきているが、地域全体で見
ると、次のような課題が挙げられる。
　・金融機関主導による事業再生であるため、再生事業者と対象と
　　ならなかった事業者との間に軋轢が生じ、地域の一体感の喪失
　　が見受けられること
　・再生すべき物件（施設や立地）と、取り壊しや他の用途へ転用し
　　た方がよい物件との切り分けが不在であること。特に旅館街の
　　魅力ある空間づくりといった地方自治体が推進するまちづくり
　　の動きと連動していないこと

１．本事業の背景
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（１）一体再生後も複数旅館が永続的に一体経営をしていくという意志を明確化する

（２）金融機関側から一体経営による再生手法の支援と経営責任者への一任を行う

（３）お客様と従業員のニーズに応えるために、自施設・地域のハード整備にまで

　　踏み込んで取り組みを行う

２．事例の概要

以下では、「複数旅館の一体再生」と「旅館街の面的再生」について、２つの事例を紹介する。

8-1ケース
複数旅館による一体再生における現有不動産の有効活用と
温泉街のにぎわい創出事業（湯涌温泉）

　複数の旅館が連携し、各旅館が持つパブリック機能（売店、喫茶
等）の再配置とさらなる魅力向上、およびパブリックスペースを
活用した日帰り客向け昼食・夕食の新たな提供スタイルの構築
に取り組むことで、来訪者の回遊性を高めてにぎわいを創出し温
泉街の一体的な地域再生を目指した。
　

　

（２）実施体制
 ( 株 ) 秀峰閣（代表団体）
　　　　　担当事業：囲炉裏事業、バー事業
　　　　　担当業務：事業統括、総合マネジメント
( 有 ) 戸田屋（参加団体）
　　　　　担当事業：物販事業
　　　　　担当業務：物販企画、共同仕入
( 株 ) 湯の出旅館（参加団体）
　　　　　担当事業：喫茶事業
　　　　　担当業務：料理開発、広告宣伝、ネット管理
( 株 ) かなや旅館（参加団体）
　　　　　担当事業：セイロ事業
　　　　　担当業務：囲炉裏・セイロ企画、収支管理、人事管理

（１）具体的な取り組み内容

 

 
 

 
(( )

 

 
((1) ) 

 
 

((3))
 

 

【お客様の回遊と各施設の提供サービス】

●経営破綻状態となった４軒の旅館が、互いの決算書を持ち寄っ
　て４社を１社に統合するレベルでの経営再建を決意し、頻繁に
　会合の場を設けて議論・検討を重ねた。
●９軒ある湯涌温泉の旅館の中で、まずは４軒で始めた今回の再
　生に向けた動きについて、他の旅館に理解と参加を求めるため
　に説明会や意見交換会を開催した。

（３）成果

（４）事業者の反省・その後の展開

■４旅館が一体となった経営再建に向けた議論・検討と地元他
　館に理解・参加を求める説明会を開催した

●湯涌温泉において一部（４軒）の旅館による先行的な再建につ
　いて、地元金融機関等から理解が得られなかったことと、４軒
　の中でリーダーシップを発揮できる人材がいなかったことに
　より、事業のスムーズな進行が難しかった。
●地元からの理解はまだ充分ではないが、粘り強く他の旅館や地
　元商店を巻き込みながら事業を進めていきたい。

■地元金融機関の理解・支援が得られなかったこととリーダーの
　不在により、事業のスムーズな進行と議論の深化が難しかった

●食の新たな魅力づけと旅館のパブリック機能（売店、喫茶等）の
　再配置、あんやと市（朝市・夕市といった物販）を、湯涌温泉全
　体の取り組みとして広げていく。

■４軒の取り組みを湯涌温泉全体へと発展させる

●食の魅力の付け方について先進事例調査を行い、身近な食材と
　既存の食事処を活用した新たな商品開発を行った。
●これを、主なターゲットとする地元金沢の顧客を対象に招待会
　（15 名）を実施して検証したところ、一定の評価を得た。
●また、温泉街に回遊性を生み出すために、現在はあまり効果的
　に活用されていない喫茶スペースの充実も検討した。

■囲炉裏・セイロ料理といった新たな食の魅力づけを行い、地
　元マーケットの評価を検証した

Ⅳ型：連携×業務改善→新しい価値～業
　　　界･地域を挙げて業務改善を実現し､
　　　新たな商品･サービスをつくる

多様な連携

仕組の改編需要の創造
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複数旅館の一体再生と旅館街の面的再生

（湯涌温泉、会津東山温泉）

8-2ケース
温泉街における低未利用空間の一体的活用推進事業
（会津東山温泉）

（１）具体的な取り組み内容
　旅館経営者や不動産所有者、地元住民、地域外からの参画希望者等の幅
広い主体が、温泉街の未利用空間（旅館施設や空き店舗等）の活用に向け
た各種調査や勉強会等を実施し、その方策について検討することで、長期
的な展望に基づいた温泉街の一体的な活用を目指した。

 

 

 

 
 

 

 

（２）実施体制
代表団体：( 株 ) くつろぎ宿
参加団体：御宿東鳳、旅館原瀧、旅篭芦名、ホテル伏見荘、
　　　　　Office  you、設計工房アーキフィールド

（３）成果

●二地域居住に関心のある層へのアンケート調査によって、長期滞在し
　ながら「湯治素泊まり」や「湯治田舎暮らし」をしたいというニーズが
　一定程度あることを把握できた。
●低利用・未利用になっている既存の旅館施設を改装し、既成の１泊２
　食の料金設定にとらわれないことで、長期滞在が可能な客室と宿泊プ
　ランをつくった。
●ただし、市場への訴求が不十分だったため、利用は低調であった。

■事前のニーズ調査を踏まえて、長期滞在ルームを公開した

●お客様から「温泉街にカフェがほしい」という要望を聞いていた地元
　飲食店の若手から、新たに出店したいとの希望があった。空き店舗の
　改装や仕入れ、オペレーションについてアドバイスを受けて、東山温
　泉の名物である水羊羹をアレンジしたスイーツや飲み物を提供する
　カフェを開業した。
●一定の成果が出て継続事業となっており、今後、温泉街の他の空き店
　舗の活用へと波及することが期待されている。

■お客様の要望を受けて、温泉街の空き店舗を活用して
　東山カフェを開業した

●低利用・未利用になっている既存の旅館施設を改装し、旅館従業員の
　働き方に合わせて利用できる託児所を設置した。
●従業員からは、職場に近い温泉街の中で子供を預けられることへの満
　足度は非常に高かった。宿泊客の利用も可としたところ「子どもに煩
　わされず、ゆっくり食事ができる」等、好評だった。
●ただし、事前のアンケート調査では希望が多かったものの、実際には
　託児所が継続するのかといった不安や、市内の託児所の規模、すでに
　築いている友人関係もあり、短い実証事業期間中には充分な成果が得
　られなかった。

■旅館業をはじめ温泉街における雇用の確保、優秀な従業員の
　流出防止の一方策として、東山温泉託児所を設置した

（４）事業者の反省・その後の展開

●近年、旅館の経営破綻が続き、今後に明るい変化が期待できない温泉
　街において若者が動き始めたことで、旅館をはじめ飲食店へも変化に
　挑戦する雰囲気が出てきた。

■地元の若者が空き店舗への出店を試みたことが、周囲
　の人々に対して大きな刺激となり、今後の展開が期待
　できる

●本事業では、再生旅館と非再生旅館が混在するなかで、温泉街の面的
　再生のきっかけを作るために、主に「すぐに成果の出るものを、できる
　ところから」３つの事業に取り組んだが、ターゲット（旅行市場や旅館
　従業員）へのきめ細かな情報発信が手薄になったことが課題として
　残った。
●今後も引き続き、調査や勉強会を重ね、行政・関連団体・住民へ働き
　かけながら、法的整備や資金面の協力、協議会の設立、住民参加等の手
　法を検討しながら、温泉街全体として取り組んでいく予定である。

■関係者の輪を広げ、温泉街全体として取り組みを続ける
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（１）一体再生後も複数旅館が永続的に一体経営をしていくという意志を明確化する

（２）金融機関側から一体経営による再生手法の支援と経営責任者への一任を行う

（３）お客様と従業員のニーズに応えるために、自施設・地域のハード整備にまで

　　踏み込んで取り組みを行う

（１）一体再生後も複数旅館が永続的に一体経営をしていくと
　　いう意志を明確化する
　この基本方針が明確であれば、フロント機能の統合・料飲施
設や厨房の一体化、営業部門や後方管理部門の統合、各客室棟
の商品特性や価格水準の差別化・個性化等が可能となる。また、
旧経営陣の事業継承者や従業員も旧来の館意識を捨てて、社
内における自らの役割を明確にする意識改革が可能となり、
経営・運営面での一体感が醸成される。

（２）金融機関側から一体経営による再生手法の支援と経営責 
　　任者への一任を行う
　複数旅館の一体再生手法のメリットについて、金融機関側
も明確な意志表示が必要であり、また、それを実行する強い意
志を持ったプロデューサーに一任することが必要である。
　これに対して、再生後に旧経営陣による買い戻し等で、再び
個別旅館となることが見込まれていると、個々の施設の役割分
担の明確化ができず、従業員も旧来の館意識から脱却すること
ができない。

●複数旅館の一体再生を金融機関主導ではなく当事者主導で
　行 うためには、それまで商売敵であった旅館経営者・従業
　員の意識改革と、再生後のビジョン作りが必要不可欠であ
　る。本事業でもこの点が最大の課題となり、今後の一体再生
　へ向けた計画策定まで結びつかなかったのが現状である。

■再生後のビジョンづくりが必要不可欠である

●当事者である旅館経営者が地元金融機関から信頼される
　こと、リーダーシップを発揮できる人材の存在が必要不
　可欠である。本事業では、経営統合へのコンセンサス作り
　として、比較的協力しやすい事業として料理の共同開発か
　らスタートしたが、地元金融機関の理解が得られず、加え
　て、リーダーシップを伴ったプロデューサー機能が弱かっ
　たために、充分な成果が得られなかった。

■強力なリーダーシップを発揮できる人材が必要不可欠 
　である

３．各事例から得られたヒント

湯涌温泉の事例から

お客様と従業員のニーズに応えるために、自施設・地域のハー
ド整備にまで踏み込んで取り組みを行う
　お客様のニーズとともに、持続可能な経営のためには従業員
の要望にも応えていくことが重要である。この解決の糸口とし
て、自施設や温泉街を一体的に捉えて、現在は充分に利用され
ていないハードを整備し、活用していくことが必要であり、そ
のためには、地元金融機関の支援を引き出せる地域リーダーの
存在が重要となる。

●お客様が自らの施設・地域に対して期待している機能やサービ
　スに応えられる商品開発に加えて、持続可能な経営のために、従
　業員の雇用の確保や優秀な従業員の流出防止の方策として、現
　在必ずしも充分に利用できていない自施設の活用に取り組んだ。

■お客様と従業員のニーズを満たすために、まだ充分に
　利用できていない施設を活用した

●３つの旅館を統合し、以下のような７つの経営方針で経営にあ
　たっている経営者が、地元に存在した。彼が、自施設の経営だけ
　でなく、景観整備や低未利用空間（空き店舗等）の活用を進めるこ
　とで会津東山温泉全体の活性化を目指した。
●この経営者は、その理念と経営手腕が地元金融機関（東邦銀行）か
　ら信頼され、協力関係を築けている。こうした地域リーダーの存
　在も、本事業の成功の要因といえる。

　①事業規模の縮小によるお客様評価の向上を目指す
　②新組織の構築と職員配置の見直しによる職員意識改革の
　　実現
　③旅館毎の戦略的価格設定による販売機会見直しの縮小
　④旅館の特徴を見出すための地域とのコラボレーション
　⑤飲食メニューの改善 ３方針（「地元の食材」「旬の食材」「郷
　　土料理」）の提示
　⑥仕入や発注の見直しによる経費の削減

●本事業では、従業員自身の手でリノベーションした。これには、
　コスト削減のみならず、閑散期の業務の創出、部署を越えた協
　働意識の向上、デザインに対する審美眼の養成、従業員の自施
　設への愛着の高まりといった教育的な効果も期待されている。

■様々な観点からの効果を企図して、従業員自身による
　リノベーションを実施した

会津東山温泉の事例から

イノベーションのポイント

と従業員のニーズに応えるために、自施設・地域の

イノベーションのポイント

■自施設の経営と地域づくりを一体的に俯瞰できる地域
　リーダーが存在した

Ⅳ型：連携×業務改善→新しい価値～業
　　　界･地域を挙げて業務改善を実現し､
　　　新たな商品･サービスをつくる

多様な連携

仕組の改編需要の創造



　本書の理論編にまとめた内容は、平成 20 年度から観光庁にて行った「観光産業

のイノベーション促進事業」の 20 件の実証事業を中心に、その他いくつかの先進

的な事例の調査を加え、それらのエッセンスを一般化した内容です。

　また、ケース編で紹介した事例は、これらの実証事業から取り上げましたが、そ

の中には、当初想定した目的に沿った結果が出たものも、残念ながら結果を伴わな

かったものも含まれます。

　従って、本書で解説した内容は、これまで観光産業界で試みられた全ての革新的

な事例を不足なく説明できるものではありませんし、あるいは今後全く違った発想

でイノベーションが起こる可能性は大いにあるものと認識しております。

　しかし一方で、本書で一貫して強調した「顧客思考」「白紙思考」が、全てのイノベー

ションの基礎となっていることは間違いないものであると確信しております。

　本書を読んでいただいた方には、どこまで考え尽くせば真の「顧客思考」ができ

たと言えるのか、「白紙思考」になりきるためにはどのようなことをすればよいのか、

ということのヒントを、本書の中に見つけていただければ幸いです。

　そして、第３章「イノベーション・プロセス」にまとめた実行の過程での留意事

項を参考にして、考えられる限り失敗のリスクを排除しながら、イノベーションの

実現に向けてより成功の可能性の高い道を歩んでいただきたいと思います。

　顧客の欲求を満たす方法は、「モノ不足の解消」の時代は既に歴史の 1コマとなり、

「潜在需要を見つけ出す」時代を経て、現在は将来に対する「不安の解消（現状の

維持）」といったものも顕在化しています。さらに、既に一部では、商品やサービ

ス内容そのものも提供者が設計するものではなく、「顧客と提供者が“ 協創 ”して

いくもの」に変わりつつあります。

　一方、顧客の欲求の方向も、個人のニーズを満たす内向的なものだけではなく、

地域社会や地球環境への貢献といった外向的なものも表れています。

　どのような産業においても、こうした兆候を捉えながらイノベーションを起こそ

うと努力しており、その苦しみは観光産業に限ったものではありません。また、必

ずしも観光産業だけが遅れているという訳でもありません。全く新しい価値を生み

出すイノベーションという作業は、過去の成功・失敗の数に関係なく、常に“現時点”

においては、誰もが同じスタートに立っているものなのかもしれません。

　そうであるならば、これからのイノベーションは観光産業界がリードしていこう

ではありませんか。そのことに世の中も影響され、観光産業の魅力が高まり、観光

産業界で働く人々の誇りや希望にも影響を与える、まさにそれこそが、観光産業自

体が静的なものから動的なものに生まれかわるイノベーションなのだと思います。

「イノベーションとは、科学や技術そのものではなく価値である。

…組織の外にもたらす変化である。…外の世界への影響である。」

（ピーター・Ｆ・ドラッカー）

観光庁観光産業課

平成 23 年 3 月

おわりに
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